
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料５ 

「健康的で持続可能な食環境づくり」のための体制整備について 

R7.7.17 厚労省都道府県等栄養施策担当者会議資料 抜粋 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【都道府県が行うこと】 

食環境整備の一環として遅くとも令和 14 年度までに健康的で持続可能な食環境づくりを推進す

る新たな組織体を設置し、イニシアチブへ登録を行うことにより、各県の食生活課題を踏まえた減

塩に向けた食環境整備をさらに推進する。なお、イニシアチブ登録前に国・都道府県等アライアン

ス(以下、「アライアンス※」という。) に参画し、新たな組織体設置に向けた情報収集や助言を受

ける。ただし、アライアンス登録から３年以内に新たな組織体を設置し、イニシアチブ登録する必

要がある。山形県は、令和７年６月にアライアンス参画暫定登録申請済 

※アライアンスの内容 

(1) イニシアチブの取組を活発化させるための各都道府県等の取組内容等を共有するための 

定期的な会合（オンライン）の開催 

(2) 各都道府県等の取組の成果や課題等の情報共有 

(3) その他本アライアンスの目的に沿った活動 

 

◎現段階における今後の予定 

＜Ｒ８年度＞ 

・既存会議（健康長寿推進協議会等）で、関係者へ「健康的で持続可能な食環境づくりのための 

戦略的イニシアチブ」について具体的に説明し、組織体立ち上げのための準備を始める。 

・近隣各県等の状況調査 

＜Ｒ９年度＞ 

・予算要求（健康的な生活習慣づくり重点化事業(糖尿病予防戦略事業)国庫補助金活用 1/2） 

＜Ｒ10年度以降＞ 

・新たな組織体の設立、戦略的イニシアチブへの登録（令和 14年度までに） 

 


